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 総価契約単価合意方式の適用
１）本工事は、「総価契約単価合意方式」の
対象工事である。本工事では、契約変更
等における協議の円滑化に資するため、
契約締結後に、受発注者間の協議により
総価契約の内訳としての単価等について
合意するものとする。
２）本方式の実施方式としては、
イ）単価個別合意方式（工事数量総括表
の細別の単価（一式の場合は金額。下
記ロ）において同じ。）のそれぞれを算
出した上で、当該単価について合意す
る方式）
ロ）包括的単価個別合意方式（工事数量
総括表の細別の単価に請負代金比率を
乗じて得た各金額について合意する方
式）があり、受注者が選択するものと
する。
ただし、受注者が単価個別合意方式を
選択した場合において、上記１）の協議
の開始の日から14日以内に協議が整わな
いときは、包括的単価個別合意方式を適
用するものとする。
３）受注者は、「包括的単価個別合意方式」
を選択したときは、契約締結後14日以内
に、契約担当課が契約締結後に送付する
「包括的単価個別合意方式希望書」に、
必要事項を記載の上、当該契約担当課に
提出するものとする。
４）その他本方式の実施手続は、「総価契約
単価合意方式実施要領」及び「総価契約
単価合意方式実施要領の解説」によるも
のとする。

 本工事は、ＢＩＭ／ＣＩＭを導入するこ
とにより、ＩＣＴの全面的活用を推進し、
ＢＩＭ／ＣＩＭモデルの活用による建設生
産・管理システム全体の課題解決及び業務
効率化を図ることを目的とするＢＩＭ／Ｃ
ＩＭ活用工事（発注者指定型）である。

 本工事は、ＩＣＴ技術の全面的活用を図
るため、起工測量、設計図書の照査、施工、
出来形管理、検査及び工事完成図や施工管
理の記録及び関係書類について３次元デー
タを活用するＩＣＴ活用工事の対象工事
（発注者指定型【土工】）である。
 本工事は、ＩＣＴ技術の全面的活用を図
るため、受注者の提案・協議により、起工
測量、設計図書の照査、施工、出来形管理、
検査及び工事完成図や施工管理の記録及び
関係書類について３次元データを活用する
ＩＣＴ活用工事の対象工事（施工者希望Ⅱ
型）であり、各工事毎の対象工種は下記に
よるものとする。
 大野油坂道路下半原西地区改良他工事
【構造物工（橋脚・橋台工）】、【擁壁工】、
【地盤改良工】
 大野油坂道路向中ノ瀬橋下部他東工事
【構造物工（橋脚・橋台工）】、【擁壁工】
 大野油坂道路向中ノ瀬橋他下部他西工
事
【構造物工（橋脚・橋台工）】、【擁壁工】

 本工事は、工事実施にあたって不足する
下請け等の技術者や技能者等を、通常考え
る工事実施地域外から広域的に確保せざる
を得ない場合に、「共通仮設費（率分）のう
ち営繕費」及び「現場管理費のうち労務管
理費」の一部の費用（以下「実績変更対象
費」という。）について、契約締結後、労働
者確保に要する方策に変更が生じ、土木工
事標準積算基準書の金額相当では適正な工
事の実施が困難になった場合は、実績変更
対象費の支出実績を踏まえて最終精算変更
時点で設計変更する試行工事である。
 本工事は、建設業の担い手確保・育成の
ため、建設現場への新規入職者を増やす環
境作りの一環として、現場閉所の週休２日
化を促進する試行工事（土日閉所指定型）
である。
 本工事は、工期設定の根拠とした工事に
必要な関係機関との協議、地元協議、用地
確保等の進捗状況を踏まえた工事工程表を
開示することにより、適切な工期設定の取
組を行う「工事工程表の開示試行工事」で
ある。
 本工事は、熱中症対策に資する現場管理
費を補正する試行の対象工事である。

 本工事は、建設業法第26条第３項ただし
書の規定の適用を受ける監理技術者（特例
監理技術者）の配置は認めない。
 本工事は、豊富な工事経験がある技術者
が主任（監理）技術者として経験の無い技
術者を育成することを目的とし、工事経験
実績の促進及び主任（監理）技術者への交
代が可能な試行工事である。詳細について
は特記仕様書によるものとする。
 本工事は、契約手続にかかる書類の授受
を、原則として電子契約システムで行う対
象工事である。なお、電子契約システムに
よりがたい場合は、発注者の承諾を得て紙
契約方式に代えるものとする。
また、発注者の承諾を得て紙入札方式に
代える場合、書面手続きにおける押印等の
取り扱いについて、留意すること。
 本工事は、賃上げを実施する企業に対し
て総合評価における加点を行う工事であ
る。

２ 競争参加資格
 競争参加者は、次のすべての事項に該当す
る者とする。
⒜ 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第
165号）第70条及び第71条の規定に該当し
ない者であること。
⒝ 近畿地方整備局における令和５・６年度
一般競争（指名競争）参加資格「一般土木
工事」の認定を受けていること（会社更生
法（平成14年法律第154号）に基づき更生
手続開始の申立てがなされている者又は民
事再生法（平成11年法律第225号）に基づ
き再生手続開始の申立てがなされている者
については、手続開始の決定後、近畿地方
整備局長が別に定める手続に基づく一般競
争（指名競争）参加資格の再認定を受けて
いること。）。
⒞ 近畿地方整備局における一般土木工事に
係る一般競争（指名競争）参加資格の認定
の際に客観的事項（共通事項）について算
定した点数（経営事項評価点数）が1200
点以上であること（上記⒝の再認定を受け
た者にあっては、当該再認定の際に、経営
事項評価点数が1200点以上であること。）。

⒟ 会社更生法に基づき更生手続開始の申立
てがなされている者又は民事再生法に基づ
き再生手続開始の申立てがなされている者
（上記⒝の再認定を受けた者を除く。）でな
いこと。
⒠ 平成20年度以降に元請として完成し、引
渡しが完了した下記１）及び２）の要件を
満たす工事（発注機関は問わない。）の施工
実績（以下「同種工事の実績」という。）を
有すること（甲型共同企業体構成員として
の実績は、出資比率が20％以上の場合のも
の、乙型共同企業体構成員としての実績は、
出資比率にかかわらず各構成員が施工を
行った分担工事のものに限る。また、事業
協同組合構成員の実績は認められない。）。
１）鉄筋コンクリート構造の橋台又は橋脚
の工事の施工実績を有すること（歩道橋
およびフーチングのみの場合は除く）。
２）補強土壁の工事の施工実績を有するこ
と。
ただし、上記１）及び２）は同一工事で
なくても良いが、両方の実績を有すること。
なお、経常建設共同企業体（以下「経常
ＪＶ」という。）にあっては、構成員のうち
の１社が平成20年度以降に元請として完成
し、引渡しが完了した同種工事の実績を有
するとともに、その他の構成員はそれぞれ
平成20年度以降に元請として完成し、引渡
しが完了した下記３）の要件を満たす工事
（発注機関は問わない。）の施工実績（以下
「その他構成員の実績」という。）を有する
こと（甲型共同企業体構成員としての実績
は、出資比率が20％以上の場合のもの、乙
型共同企業体構成員としての実績は、出資
比率にかかわらず各構成員が施工を行った
分担工事のものに限る。また、事業協同組
合構成員の実績は認められない。）。
３）鉄筋コンクリート構造の橋台又は橋脚
の工事の施工実績を有すること（歩道橋
およびフーチングのみの場合は除く）。
同種工事の実績及びその他構成員の実
績が国土交通省大臣官房官庁営繕部、各
地方整備局、北海道開発局及び内閣府沖
縄総合事務局開発建設部発注の工事（港
湾空港関係を除く。）のうち入札説明書に
示すものに係る実績である場合にあって
は、工事成績評定が入札説明書に示す点
数未満であるものを除く。

 本工事は、競争参加資格確認申請書（以
下「申請書」という。）及び競争参加資格確
認資料（以下「資料」という。）の提出及び
入札を電子入札システムで行う対象工事で
ある。
なお、電子入札システムによりがたいも
のは、発注者の承諾を得て紙入札方式に代
えるものとする。
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